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第15 第65条の２、３及び４ 

(防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録) 

 

第六十五条の二 防護標章登録に基づく権利の存続期間は、設定の登録の日から十年を

もつて終了する。 

２ 防護標章登録に基づく権利の存続期間は、更新登録の出願により更新することがで

きる。ただし、その登録防護標章が第六十四条の規定により防護標章登録を受けるこ

とができるものでなくなつたときは、この限りでない。 

     

第六十五条の三 防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願をする者は、

次に掲げる事項を記載した願書を特許庁長官に提出しなければならない。 

  一 出願人の氏名又は名称及び住所又は居所 

 二  防護標章登録の登録番号 

 三  前二号に掲げるもののほか、経済産業省令で定める事項 

２ 更新登録の出願は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の満了前六月から満了の

日までの間にしなければならない。 

３ 防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願をする者は、前項の規定に

より更新登録の出願をすることができる期間内にその出願ができなかつたことについ

て正当な理由があるときは、経済産業省令で定める期間内に限り、その出願をするこ

とができる。 

４ 防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願があつたときは、存続期間

は、その満了の時(前項の規定による出願があつたときは、その出願の時)に更新され

たものとみなす。ただし、その出願について拒絶をすべき旨の査定若しくは審決が確

定し、又は防護標章登録に基づく権利の存続期間を更新した旨の登録があつたときは、

この限りでない。 

     

第六十五条の四 審査官は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願が

次の各号の一に該当するときは、その出願について拒絶をすべき旨の査定をしなけれ

ばならない。 

一 その出願に係る登録防護標章が第六十四条の規定により防護標章登録を受けるこ

とができるものでなくなつたとき。 

二 その出願をした者が当該防護標章登録に基づく権利を有する者でないとき。 
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２ 審査官は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願について拒絶の

理由を発見しないときは、更新登録をすべき旨の査定をしなければならない。 

 

１．出願人と権利者の同一性について 

商標原簿上の権利者の氏名若しくは名称又は住所若しくは居所と出願人のこれらの表

示とが相違しているときは、その原簿上の権利者と出願人とは、同一人ではないものと

する(例えば、一方の表示が｢△△△株式会社｣とあるのに対し他方の表示が｢△△△カン

パニー｣とある場合)。 

 

２．防護標章の更新登録出願の願書の記載について 

防護標章の更新登録出願の願書に誤って標章が記載され、又は指定商品若しくは指定

役務が記載されているときは、それらの記載はないものとして取り扱うものとする。 

 

３．判断基準について 

防護標章の更新登録出願に係る登録防護標章が第64条の規定により防護標章登録を受

けることができなくなったものであるか否かの判断においては、この基準第14(第64条)

の１．、３．及び４．を準用する。その場合には、特に原登録商標の使用状況を十分に

勘案するものとする。 

 

 

 

 

（注）以下をクリックすると、商標審査便覧をご覧になれます。  

 

○商標審査便覧  

26.01 防護標章登録出願及び防護標章更新登録出願の審査について  

26.02 防護標章更新登録出願の願書と登録原簿との照合の結果、出願人が防護標章登録

に基づく権利を有する者と相違する場合の取扱い  

 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/trademark/kijun/document/index/38_64.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/trademark/binran/index.html
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/trademark/binran/document/index/26_01.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/trademark/binran/document/index/26_02.pdf

